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In this study to focus on systems and infrastructure development situation in traditional architectures 
preservation district, it aims to achieve both of comfortable living environment and tourism plan, to solve the 
various problems of traditional architectures preservation district it has been with the significance of the paper. 
As a result, it revealed that the difficulty of keeping the balance of lifestyle, culture, and tourism is a problem. 
From the actual situation of infrastructure development, promoting the use of public transport, the licensing 
standards contents of penetration, the establishment of separating pedestrians and vehicles, make the most of 
vacant lot, strive to former maintenance in the district. 
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１．研究の背景・目的 
長きに渡り町並み景観の一部として存在してきた歴史
的建造物は，その時間経過と共に，地域のコミュニティ
を育成し，その地域特有の共有財産として，多くの住民
に共通した思い出や価値観を植え付けるものとなってい
る．歴史的建造物を大切に守り次世代に伝えていくこと
は，その地域特有の共有財産を継承していくことでもあ
り，ここに歴史的建造物を保存していく上での大きな意
義がある．しかし，歴史的建造物は高度経済成長が始ま
ると伴に歴史的町並みが次々と失われ始め，社会的懸念
や関心の高まりを受け，地域の歴史的町並みを保全・形
成する制度として，1985 年に文化財保護法の改正で伝統
的建造物群が文化財の新たな類型の一つに加えられ，伝
統的建造物群保存地区制度注 1)が創設された．さらに，1996
年には登録文化財制度が創設され，緩やかな規制注 2）によ
り登録文化財の数は増加し，保存に対する意識が高まり
始めた．文化財に登録された伝統的建造物が点から面へ
と広がり，伝統的建造物群が全国各地で増え始めており，
国が特に価値の高い地区を重要伝統的建造物群保存地区
注 3)（以下 重伝建地区）として選定する．2015年 7月現
在で 43 道府県 89 市町村 109 地区が重伝建地区に選定さ
れており，全国的に増え始めている．しかし，重伝建地
区の問題点として，認知度の低下や交通手段の不便さが
顕著に表れ，地域振興に支障を及ぼしている．認知度が
高く交通手段が便利な場所であっても，モータリゼーシ
ョンの進展による車中心の交通基盤整備や地域の観光地
化の影響による歴史的町並みを阻害するような乱雑な開
発状況が指摘されている 1)．このような背景から，個々
の町並み特性を活かし，周辺環境と共に歴史的町並みを
維持していき，生活・文化・観光の向上を図るべく基盤
整備課題を見つけていくことが必要である． 
本研究では上記の問題を受け，43道府県 89市町村 109
地区ある重伝建地区の基本情報や制度の整理を行い，そ
こで暮らす人々や来訪者が利用するような道路や公園，
駐車場，公共交通機関などの社会基盤施設の有無から実
態を把握し，重伝建地区における基盤整備の特性を明ら
かにすることを目的とする． 
 
２．評価・分析方法 
（１）対象地区概要 
2015年 7月現在で重伝建地区に選定されている 43道府
県 89市町村 109地区の選定範囲内及びその周辺を対象と
する．本研究では全国にある重伝建地区 109 地区を地方
ごとに，北海道・東北地方，関東地方，中部地方，近畿
地方，中国・四国地方，九州・沖縄地方と分け整理する． 
（２）本研究における定義づけ 
本研究では，学校，病院，郵便局のような公益事業と
して運営される施設を公共公益施設，都市計画に基づく
   
 
道路，河川，鉄道，公園などのようなものを社会基盤施
設，これらをまとめたものを基盤整備とするが，本研究
での基盤整備は特に社会基盤施設の整備を示す．公共公
益施設と社会基盤施設のほか，公共施設注 4），都市基盤施
設注 5）など様々な呼称もありそれぞれで含む範囲が異なる
ため，ここでは公共公益施設と社会基盤施設の内容を定
義し（表 2.2‐1）に示す．  
表 2.2-1 基盤整備の概要 
 
（３）評価・分析方法 
各重伝建地区における基盤整備の実態を把握するため，
各重伝建地区の概要書，重伝建地区制度からなる修景基
準・許可基準の資料注 6），法が定める制限緩和状況注 7），
及び空き家・空き地に関する制度注 8）を参照し，重伝建地
区の基本情報と制度を整理する．地図情報・航空写真注 9），
総合ナビゲーションサービス注 10），観光情報ホームペー
ジ注 11）等を対照し，精度の良い基盤整備の位置情報を把
握する．更に正確な重伝建地区指定範囲を把握するにあ
たり，各重伝建地区の概要書，国指定文化財等データベ
ース注 12）を用いる．電子国土基本図注 13）（縮尺 1/2500）
又は（縮尺 1/25000）をベースとした図面を作成し，把握
した基盤整備の位置情報，重伝建地区の指定範囲情報を
地図上へプロットする．重伝建地区の基本情報と作成図
面から重伝建地区内とその周辺注 14）における公共交通機
関の有無，駐車場注 15）の有無，公園・広場等の有無の実
態を把握し，ケーススタディを行う．基盤整備実態や重
伝建地区に関する制度を踏まえ，基盤整備の特性を明ら
かにする． 
 
３．重伝建地区における制度 
（１）基盤整備における保存整備基準の実態 
各重伝建地区が定めた保存計画書には基盤整備計画が
示されている． しかし，保存整備基準において「修理基
準」，「修景基準」，「許可基準」（表 3.1-1）は主に建
築物や工作物への基準（図 3.1-1）が設けられており，基
盤整備に関しては明記されている事例が少ない．保存計
画又は保存整備基準の手引きより，基盤整備における保
存整備基準の実態として，駐車場，空き地，土地の形質
の変更に対しての最低限満たさなければならない許可基
準が該当する．道路境界での規制や，歴史的風致を著し
く損なわないもの等が挙げられる． 
表 3.1-1 保存整備基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1-1 保存整備基準 
（岡山県津山市城東重伝建地区より） 
 
（２）基盤整備における制限緩和 
 
表 3.2-1 法の制限緩和状況 
 
基盤整備 
公共公益施設 社会基盤施設 
学校，病院，郵便局，図書館 
福祉施設，行政施設等 
道路，水路，公園 
公共交通機関，駐車場等 
都市基盤施設 
基幹交通施設 エネルギー施設 処理施設 
道路，鉄道等 
上下水道，電気，ガ
ス等 
ゴミ，汚水等 
建築基準法 第 43条 第 44条 
内容 
都市計画区域及び準都市計画区域内 
敷地等と道路と
の関係 
道路内の建築制
限 
函館市  ○ 
黒石市  ○ 
金ヶ崎町   
金沢
市 
東山ひがし  ○ 
卯辰山麓 ○ ○ 
寺町台  ○ 
加賀市  ○ 
小浜市  ○ 
美濃市  ○ 
大津市  ○ 
東近江市  ○ 
京都
市 
上賀茂   
産寧坂  ○ 
祇園新橋  ○ 
嵯峨鳥居本   
富田林市  ○ 
豊岡市  ○ 
篠山
市 
篠山   
福住  ○ 
橿原市  ○ 
五條市  ○ 
湯浅町 ○ ○ 
倉吉市  ○ 
津和野町  ○ 
倉敷市  ○ 
竹原市  ○ 
萩市 
堀内・平安古  ○ 
浜崎  ○ 
鹿島市  ○ 
日田市  ○ 
 適用基準 対象物件 基準の位置づけ 
保
存
整
備
基
準 
修理基準 
伝統的建造
物 
環境物件 
歴史的風致の維持・形成 
（原則，現状維持又は復
原） 
修景基準 非伝統的建
造物 
その他環境
要素 
歴史的風致との調和 
許可基準 
歴史的風致を損なわない
もの 
   
 
重伝建地区における伝統的建造物の制限緩和は多いが，
基盤整備に関しては重伝建地区内の制限緩和の項目にあ
る建築基準法第 43条「都市計画区域及び準都市計画区域
内においての敷地等と道路との関係」（第 43条の規定に
より，建築物の敷地が，道路に 2 メートル乃至 3 メート
ル以上接しなければならないとする義務），第 44条「都
市計画区域及び準都市計画区域内においての道路内の建
築制限」（第 44条の規定により，道路内に建築物や擁壁
を建築・築造することはできない）が該当する．各重伝
建地区で定められている伝統的建造物群保存地区条例の
ほか，伝統的建造物群保存地区内における建築基準法の
制限の緩和に関する条例注 16）によって制限緩和規定が成
されている．これらを考慮し重伝建地区基盤整備におけ
る法の制限緩和状況を「歴史と文化の町並み辞典 7）」を
参考に整理する（表 3.2-1）．結果，第 44条の道路内に
おける建築物の建築制限に関しての制限緩和が多くを占
め，第 43条の接道義務に関しての制限緩和を取り入れて
いる市町村は少ない． 
（３）空き家・空き地に関する制度 
近年，地方都市では人口減少や少子高齢化の進行等の
理由から，空き家や空き地が増加し防犯や防災並びに景
観上の問題が指摘されている．全国における総住宅数は
2013年現在において 6063万戸．空き家率は 13.5%と 5年
前に比べ 8.3%増加し，年々深刻化している 8）(図 3.3-1)
（図 3.3-2）.地方都市に多く点在する重伝建地区において
も，空き家や空き地の適切な管理が行われておらず，そ
の歴史的価値が損失されようとしている．このような現
状から，空き家や空き地を適切に管理し活用することが
求められる．空き家や空き地の制度を整理することによ
り，基盤整備による観点から空き家や空き地の活用法を
整理する．空き家・空き地に関する制度は既往研究 9）を
参考に整理し（表 3.3-1）に示す．整理した結果，国土交
通省をはじめとした国による空き家・空き地支援事業が
多く，市や民間を対象とした増築・改築・改修を行って
いる事業が多い．これら空き家・空き地に関する制度を
利用することにより，各市町村で取り組んでいる空き
家・空き地対策に対し，適時適切な制度の導入や，住民
意識の向上を目指す必要がある． 
 
４．基盤整備詳細の整理 
（１）概要 
基盤整備情報を重伝建地区に指定されている全 109 地
区の地図上にプロットし，重伝建地区内における公共交
通機関の有無，駐車場（時間貸し駐車場）の有無，公園・
広場等の有無を整理する． 
１）重伝建地区における基盤整備の有無 
重伝建地区内における基盤整備（駐車場，バス停留所，
広場・公園，鉄道駅，乗船場）の有無を（表 4.1-1）に示
す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3-1 総住宅数の推移 
（平成 25年住宅・土地統計調査より） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3-2 空き家率の推移  
（平成 25年住宅・土地統計調査より） 
 
表 3.3-1 空き家・空き地に関する制度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
JOIN：移住・交流推進機構 
JTI：移住・住み替え支援機構 
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 ○：基盤整備有 
 
 
 
 
番
号 
都道 
府県 
地区名称等 
駐
車
場 
バ
ス
停 
広
場
・
公
園 
鉄
道
駅 
乗
船
場 
1 北海道 函館市元町末広町 ○ ○ ○ ○ ○ 
2 青 森 弘前市仲町 
 
○ ○     
3 青 森 黒石市中町 
 
○       
4 岩 手 金ケ崎町城内諏訪小路 
 
○ ○     
5 宮 城 村田町村田 
 
○       
6 秋 田 横手市増田 
 
○       
7 秋 田 仙北市角館 ○         
8 福 島 下郷町大内宿 
 
○       
9 福 島 南会津町前沢 
 
○ ○     
10 茨 城 桜川市真壁 ○ ○       
11 栃 木 栃木市嘉右衛門町 
 
○       
12 群 馬 桐生市桐生新町 
 
○       
13 群 馬 中之条町六合赤岩 
 
        
14 埼 玉 川越市川越 ○ ○       
15 千 葉 香取市佐原 ○ ○       
16 新 潟 佐渡市宿根木 
 
○ ○     
17 富 山 高岡市山町筋 
 
○ ○     
18 富 山 高岡市金屋町 
 
○ ○     
19 富 山 南砺市相倉 
 
        
20 富 山 南砺市菅沼 
 
○ ○     
21 石 川 金沢市東山ひがし 
 
        
22 石 川 金沢市主計町 
 
  ○     
23 石 川 金沢市卯辰山麓 ○ ○ ○     
24 石 川 金沢市寺町台 ○ ○       
25 石 川 輪島市黒島地区 
 
○       
26 石 川 加賀市加賀橋立 ○ ○       
27 石 川 加賀市加賀東谷 
 
○       
28 石 川 白山市白峰 
 
○       
29 福 井 小浜市小浜西組 
 
○ ○     
30 福 井 若狭町熊川宿 
 
○       
31 山 梨 早川町赤沢 
 
        
32 長 野 塩尻市奈良井 
 
○   ○   
33 長 野 塩尻市木曾平沢 
 
○   ○   
34 長 野 千曲市稲荷山 
 
○       
35 長 野 東御市海野宿 ○   ○     
36 長 野 南木曽町妻籠宿 ○ ○ ○     
37 長 野 白馬村青鬼 ○         
38 岐 阜 高山市三町 ○ ○       
39 岐 阜 高山市下二之町大新町 ○ ○ ○     
40 岐 阜 美濃市美濃町 ○ ○       
41 岐 阜 恵那市岩村町本通り 
 
○       
42 岐 阜 郡上市郡上八幡北町 ○ ○       
43 岐 阜 白川村荻町 
 
○       
44 静 岡 焼津市花沢 
 
        
45 愛 知 豊田市足助 ○         
46 三 重 亀山市関宿 ○         
47 滋 賀 大津市坂本 
 
○   ○   
48 滋 賀 近江八幡市八幡 ○ ○ ○     
49 滋 賀 東近江市五個荘金堂 ○ ○       
50 京 都 京都市上賀茂 
 
        
51 京 都 京都市産寧坂 ○   ○     
52 京 都 京都市祇園新橋 
 
        
53 京 都 京都市嵯峨鳥居本 
 
        
54 京 都 南丹市美山町北 
 
        
55 京 都 伊根町伊根浦 
 
○       
番 
号 
都道 
府県 
地区名称等 
駐
車
場 
バ
ス
停 
広
場
・
公
園 
鉄
道
駅 
乗
船
場 
56 京 都 与謝野町加悦   ○       
57 大 阪 富田林市富田林 ○   ○     
58 兵 庫 神戸市北野町山本通 ○ ○ ○     
59 兵 庫 豊岡市出石 ○ ○ ○     
60 兵 庫 篠山市篠山 ○ ○ ○     
61 兵 庫 篠山市福住   ○       
62 奈 良 橿原市今井町     ○     
63 奈 良 五條市五條新町   ○       
64 奈 良 宇陀市松山   ○ ○     
65 和歌山 湯浅町湯浅   ○       
66 鳥 取 倉吉市打吹玉川 ○ ○       
67 鳥 取 大山町所子           
68 島 根 大田市大森銀山   ○ ○     
69 島 根 大田市温泉津   ○       
70 島 根 津和野町津和野 ○ ○ ○     
71 岡 山 倉敷市倉敷川畔 ○   ○     
72 岡 山 津山市城東 ○ ○       
73 岡 山 高梁市吹屋           
74 広 島 呉市豊町御手洗   ○       
75 広 島 竹原市竹原地区     ○     
76 山 口 萩市堀内地区 ○ ○ ○     
77 山 口 萩市平安古地区     ○     
78 山 口 萩市浜崎   ○ ○     
79 山 口 萩市佐々並市           
80 山 口 柳井市古市金屋           
81 徳 島 美馬市脇町南町           
82 徳 島 三好市東祖谷山村落合           
83 香 川 丸亀市塩飽本島町笠島           
84 愛 媛 西予市宇和町卯之町 ○         
85 愛 媛 内子町八日市護国           
86 高 知 室戸市吉良川町           
87 高 知 安芸市土居廓中   ○ ○     
88 福 岡 八女市八女福島   ○       
89 福 岡 八女市黒木           
90 福 岡 うきは市筑後吉井   ○       
91 福 岡 うきは市新川田篭   ○       
92 福 岡 朝倉市秋月 ○ ○ ○     
93 佐 賀 鹿島市浜庄津町浜金屋町           
94 佐 賀 鹿島市浜中町八本木宿   ○       
95 佐 賀 嬉野市塩田津   ○       
96 佐 賀 有田町有田内山           
97 長 崎 長崎市東山手 ○ ○ ○     
98 長 崎 長崎市南山手 ○   ○     
99 長 崎 平戸市大島村神浦   ○     ○ 
100 長 崎 雲仙市神代小路           
101 大 分 日田市豆田町 ○ ○ ○     
102 宮 崎 日南市飫肥 ○ ○       
103 宮 崎 日向市美々津   ○ ○     
104 宮 崎 椎葉村十根川           
105 鹿児島 出水市出水麓 ○ ○       
106 鹿児島 薩摩川内市入来麓   ○       
107 鹿児島 南九州市知覧   ○       
108 沖 縄 渡名喜村渡名喜島         ○ 
109 沖 縄 竹富町竹富島           
合計 
43 都道
府県 
89市町村 109地区 
 
    
表 4.1-1 重伝建地区内における基盤整備の有無 
36  70  35   4   3 
   
 
２）基盤整備数の整理 
重伝建地区内における各基盤整備数を（図 4.2-1）に示
す．重伝建地区内にはバス停が全体の 6 割と各地区で多
く見られ，鉄道駅や乗船場などが少ない傾向にある．駐
車場の数は全体の 3割となっている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2-1 各基盤整備数 
 
５．基盤整備詳細 
（１）重伝建地区における基盤整備の特性 
重伝建地区における基盤整備の実態より，基盤整備の
位置関係が，重伝建地区内及びその周辺に基盤整備が集
中している地区（図 5.1-1 左図），重伝建地区内に社会
基盤施設が確認出来なかったが，その周辺には整備され
ている地区（図 5.1-1 右図）の大きく二つに分かれた．
ここでは「北海道函館市元町末広町地区」「岐阜県白川
村萩町地区」の特徴ある 2地区を事例とする． 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1-1 重伝建地区及びその周辺の基盤整備位置関係 
 
（２）北海道函館市元町末広町地区を事例として 
元町末広町重伝建地区は，1989年 4月 21日に伝統的建
造物群及びその周囲の環境が地域的特色を顕著に示して
いるものとして 14.5h の範囲が選定されている．種別と
しては港町である．洋風の建築物また和洋折衷様式の町
家等が数多く残されており，坂道や石畳などと融合しな
がら特色ある町並み景観を呈している． 
１）基盤整備の実態 
駐車場，バス停留所，広場・公園，鉄道駅，乗船場と
社会基盤施設が重伝建地区及びその周辺に集中している
（図 5.2-1）．函館バス（民間バス会社）や市営交通の路
面電車のような公共交通機関が充実している．また，駐
車場においても地区内に観光駐車場（広場式，立体式）
が整備されており，地区周辺にも，時間貸し駐車場が点
在している．更に，ペリー広場や元町公園のような広場・
公園も地区内に整備されており，地区内及びその周辺の
社会基盤施設が十分整っている． 
 
駐車場 バス停 広場公園 鉄道駅 乗船場
基盤整備数 36 70 35 4 3
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図 5.2-1 北海道函館市元町末広町地区における基盤整備実態 
   
 
２）評価・考察 
歴史的建造物群が多く存在する重伝建地区内において，
駐車場や，公共交通機関のような社会基盤施設が整備さ
れており，地区全体に張り巡らされているのが特徴的で
ある．地区周辺の公共交通機関を地区内に通すことによ
り，地区内への交通手段としての利便性が向上し，集客
効果が見込めるであろうと考えられる．来訪者用に観光
駐車場も設置されており，歴史的町並みを活かした観光
地化としての側面がみられる． 
（３）岐阜県白川村萩町を事例として 
白川村萩町重伝建地区は，1976年 9月 4日に伝統的建
造物群及びその周囲の環境が地域的特色を顕著に示して
いるものとして 45.6h の範囲が選定され，合掌造り家屋
が多く現存し，ゆるやかな勾配とどっしりとした量感か
ら醸し出される存在感のある様式が特徴的であり，昔な
がらの生活の息づく山村集落の町並みを呈している． 
１）基盤整備の実態 
重伝建地区内には殆ど社会基盤施設がなく，数少ない
バス停留所も，地区内，地区外に存在する（図 5.3-1）．
等間隔にバス停留場がなく，高速バスや観光バスが大半
を占めている．地区外に規模の大きい観光駐車場があり，
周辺には臨時駐車場が整備されている．地区内において
は，車両侵入制限区間が設けられており，時間と対象（観
光目的か否か）によって侵入が決められている． 
２）評価・考察 
重伝建地区内の交通を規制し，観光による来客者用の
駐車場を地区外に完備することにより，歩車分離を確立
している．地区内の殆どは歩行専用の場所となり，交通
事故が防止され，安全性も考慮されている．また，地区
内に駐車場を設けないことにより，町並みの維持にも繋
がっていると考えられる．  
 
６．結論 
重伝建地区 109 地区における基盤整備に関する制度及
び基盤整備の実態把握により，以下の知見を得た． 
（１）重伝建地区における基盤整備の特性 
①重伝建地区内の基盤整備実態として，85/109 地区が地
区内に社会基盤施設を有することが確認できた． 
②重伝建地区内には基盤整備数としてバス停留所が全体
の 6 割，駐車場が全体の 3 割整備されており，歴史的
側面を持つ一方で，観光地としての側面も強い． 
③市街地内にある重伝建地区は移動手段が豊富に整備さ
れており，来訪が容易となっている．山村集落におい
ても，幹線道路を利用したバスが多く整備されている． 
④社会基盤施設が極端に少ない地区も多い.この違いと
して昭和後期から選定されている地区は基準の手引き
や条例による制度が浸透しており，整備が行き届いて
いるからである. 
図 5.3-1 岐阜県白川村萩町地区における基盤整備実態 
 
   
 
（２）基盤整備課題の抽出 
重伝建地区は古くからの地割を維持しており，道幅が
狭く，歩車分離の整備がされていない地区が多く，地区
内に交通網が引かれている地区においては，歩行者の事
故の危険性が考えられる．整備を進めていくと旧態の保
持が崩れ，町並みへの影響も考えられる．一方で，基盤
整備が確認できない地区では，観光地化による来訪者の
見込みや，高齢者の移動手段に難儀すると考えられる．
ここに生活・文化・観光の均衡を保つことの難しさが課
題となる．本研究により得た知見から課題解消として以
下の考察を行った． 
①社会基盤施設の実態から，重伝建地区内には基盤整備
数としてバス停留所が全体の 6 割整備されている．そ
のため，公共交通機関の利用促進により，道路混雑や
乱雑な整備を防ぐことに繋がると考えられる． 
②保存計画で定められているように社会基盤施設は歴史
的風致を著しく損なわないものを許可基準としている．
この著しく損なわないものの具体的な内容を浸透させ
る必要がある． 
③ケーススタディで取り上げた白川村萩町のように重伝
建地区内の交通を規制し，地区外に社会基盤施設を完
備することにより，歩車分離を確立する手法や，空き
地の活用制度の利用等，地区内の旧態維持に努める． 
（３）総括 
本研究では 109 地区ある重伝建地区の基本情報や制度
を整理し，社会基盤施設の有無から実態を把握すること
で，重伝建地区における基盤整備の特性を明らかにする
ことができた．基盤整備の要素には，本研究で取り扱っ
た指標以外にも，交通流動量や歩行者導線等が存在する．
今後，これらの指標も含め，多角的に比較分析すること
により，課題の解消や具体的な傾向を把握することが可
能となる． 
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注釈 
注 1）昭和 50年に文化財保護法を改正し伝統的建造物群
保存地区制度が創設．市町村の主体性を尊重し，都
市計画と連携しながら，歴史的な集落や町並みの保
存と整備を行うための支援を行う制度． 
注 2）国が指定する文化財は，指定されたところを完全に
保存しなければならないが，登録文化財は外観の 4
分の 3のみで，緩和されている． 
注 3）文部科学大臣は，市町村の申出に基づき，重伝建地
区の区域の全部又は一部で我が国にとってその価
値が特に高いものを，重要伝統的建造物群保存地
区として選定することができる（文化財保護法第
144条）． 
注 4）土地区画整理法第 2条より公共施設は道路，公園，
広場，河川その他政令で定める公共の用に供する
施設を表すが，本研究では混同を防ぐため公共公
益施設と定義する． 
注 5）都市のさまざまな活動を支える最も基本となる施設．
道路・鉄道等基幹交通施設，上下水道，電気・ガ
ス等エネルギー関連施設，ゴミ・汚水等処理施設
などが該当する． 
注 6）修景基準・許可基準の資料は各重伝建地区が定める
保存計画や修景・許可基準の手引きなどで確認する． 
注 7）建築基準法，文化財保護法を参考に制限緩和の状況
を整理する． 
注 8）全国的に増加傾向にある空き家・空き地に関する制
度を整理する． 
注 9）WEB地図情報及び航空写真に関しては Yahoo地図 2)
を用いる． 
注 10）総合ナビゲーションサービスは NAVITAIME 3)を用
いる． 
注 11）観光情報ホームページはその地域・地区によって
多種多様なので「重伝建地区への交通手段」に限
ったものとする． 
注 12）国指定文化財等データベース 4)を利用することに
より，概要書では判断できない箇所への対応が可
能となる． 
注 13）地理院地図（電子国土 Web）5)より電子国土基本図
6)をベースとし図面作成を行う． 
注 14）その周辺として重伝建地区指定範囲の四隅を結び
四角とし，そこから 100mの範囲，若しくは最寄り
の駅を加えた範囲とする． 
注 15）基盤整備の実態把握においての駐車場は時間貸し
駐車場を表す． 
注 16）京都市においては，京都市重伝建地区における建
築物の制限の緩和に関する条例．萩市においては，
萩市重伝建地区における建築基準法の緩和に関す
る条例となっている． 
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